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報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 31 百万円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 31

会計監査人の状況

(1) 名称　　　　　　有限責任 あずさ監査法人

(2) 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品

取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区

分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合

計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬

見積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえ

で、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関

する議案の内容を決定いたします。

監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いた

します。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される

株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたし

ます。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制、その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概

要は以下のとおりであります。

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合していることを確

保するための体制

a. 法令、定款及び社会規範等の遵守を目的として「コンプライアンス規

程」を定めるとともに取締役及び使用人に対して必要な啓蒙、教育活動

を推進する。

b. 内部通報制度を制定し、不正行為等の防止及び早期発見を図るととも

に、通報者に対する不利益な扱いを禁止する。

c. 監査役は、「監査役監査規程」に基づき、公正不偏な立場から取締役の

職務執行状況について適宜監査を実施する。また、監査役は、会社の業

務に適法性を欠く事実、又は適法性を欠く恐れの有る事実を発見したと

きは、その事実を指摘して、これを改めるように取締役会に勧告し、状

況によりその行為の差し止めを請求できる。

d. 内部監査担当者は、「内部監査規程」に基づき、業務運営及び財産管理

の実態を調査し、使用人の職務の執行が法令、定款及び当社規程に適合

しているかを確認し、必要に応じて、その改善を促す。また、内部監査

担当者は、監査の結果を代表取締役に報告する。

e. 反社会的勢力に対しては、いかなる場合においても、金銭その他の経済

的利益を提供しないことを基本姿勢とし、これを当社内に周知し明文化

する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

a. 取締役は、「文書管理規程」に従い、取締役の職務の執行に係る情報を

文書又は電磁的記録に記録し、保存する。取締役及び監査役は、必要に

応じてこれらを閲覧できる。

b. データ化された機密情報については、「情報システム関連規程」及び

「個人情報保護基本規程」に基づき、適切なアクセス権限やアクセス管

理、並びにバックアップ体制を敷くことで機密性の確保と逸失の防止に

努める。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社は、当社の損失の危険に対処するため、各種社内規程を整備し、適

宜見直す。また、コーポレートグループが主管部署となり、各事業部門と
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の情報共有及び定期的な会合等を行い、リスクの早期発見と未然防止に努

める。不測の事態が発生した場合には、代表取締役が統括責任者として、

全社的な対策を検討する。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

a. 取締役会は、法定事項の決議、経営に関する重要事項の決定及び業務執

行の監督等を行う。毎月１回の定時取締役会を開催するほか、迅速かつ

的確な意思決定を確保するため、必要に応じて臨時取締役会を開催す

る。

b. 当社は、「取締役会規程」、「職務権限規程」、及び「業務分掌規程」

を制定し、取締役及び使用人の職務執行について責任の範囲及び執行手

続を明確にし、効率的な意思決定を行う体制を確保する。

⑤ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する

事項並びに監査役からの当該使用人に対する指示の実効性の確保に関す

る事項

　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、監査役

と協議の上、必要に応じて監査役の職務を補助する使用人を配置する。ま

た、監査役の職務を補助する使用人の職務に関しては、取締役その他の部

門の責任者等の指揮命令を受けない。なお、その人事異動・処遇について

は、取締役と監査役とが協議の上で決定するものとし、取締役からの独立

性を確保する。

⑥ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への

報告に関する体制

a. 取締役及び使用人は、会社に対し著しい損害を及ぼす恐れのある事実が

発生する可能性が生じた場合もしくは発生した場合又は法令・定款に違

反する重大な事実が発生する可能性が生じた場合は、その事実を監査役

に遅滞なく報告する。

b. 取締役及び監査役は、定期・不定期を問わず、コンプライアンス及びリ

スク管理への取組状況その他経営上の課題についての情報交換を行い、

取締役・監査役間の意思疎通を図るものとする。

c. 監査役は、重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するた

め、取締役会等の重要な会議に出席し、必要に応じて取締役会議事録並

びに稟議書等の重要な文書を閲覧し、取締役及び使用人に説明を求める

ことができる。

d. 取締役及び使用人は、監査役に対して、法定の事項に加え、業務又は業
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績に重大な影響を与える事項、内部監査の実施状況、内部通報制度によ

る通報状況及びその内容を報告する体制を整備し、監査役の情報収集・

交換が適切に行えるよう協力する。

e. 監査役は内部通報窓口であるコーポレートグループ及び顧問弁護士との

情報交換を必要に応じて行い、重大なコンプライアンス上の懸念がある

事象については、詳細な確認を行う。

⑦ 監査役に報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを

受けないことを確保するための体制

　当社は、監査役への報告を行った取締役及び使用人に対し、当該報告を

したことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を取締役

及び使用人に周知徹底する。

⑧ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きその

他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関

する事項

　監査役が職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還等の請求をし

たときは、当該監査役の職務の執行に必要でないと合理的に認められる場

合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

⑨ その他の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

a. 取締役は、監査役が取締役会その他重要な意思決定の過程及び業務の執

行状況を把握するため、重要な会議に出席できる環境を整備するととも

に、内部監査担当者、会計監査人及び外部の専門家等と必要に応じて連

携できる環境を構築する。

b. 監査役は会計監査人及び内部監査担当者と定期的に会合を持ち、各監査

人の監査状況を共有し、効果的かつ効率的な監査の実施に努める。

⑩ 財務報告の信頼性を確保するための体制

　当社は財務報告の信頼性確保のため、財務報告に係る内部統制システム

の整備・構築を行い、その仕組みが有効かつ適切に機能することを定期

的・継続的に評価するための体制を構築する。

⑪ 反社会的勢力との取引排除に向けた基本的考え方及びその整備状況

a. 当社は、反社会的勢力に対して毅然とした対応を取ること、反社会的勢

力との一切の関係を拒絶することを「反社会的勢力排除に関する規程」

に定め、全ての取締役及び監査役並びに使用人に周知徹底する。

b. 反社会的勢力による不当要求、組織暴力及び犯罪行為に対しては、顧問

弁護士、警察等の外部の専門機関と連携し、解決を図る体制を整備す

る。
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(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであり

ます。

①　取締役会の職務執行

　当社の取締役会は、取締役５名（うち社外取締役２名）で構成され、重

要な業務執行に関する意思決定を行うほか、各取締役の職務執行の監督を

行っております。当社は、原則月１回の定時取締役会を開催するほか、必

要に応じて臨時取締役会を開催し、適正かつ効率的な業務執行ができるよ

う努めております。

②　監査役の監査

　当社は、監査役会制度を採用しております。当社の監査役会は、常勤監

査役１名及び非常勤監査役２名で構成されており、全員が社外監査役であ

ります。監査役会は、原則月１回の定時監査役会を開催するほか、必要に

応じて臨時監査役会を開催し、監査計画の策定、監査実施状況等、監査に

必要な情報の共有を図っております。なお、監査役は取締役会に出席し、

必要に応じて意見を述べるほか、監査計画に基づき重要書類の閲覧、各部

門へのヒアリング等により経営全般に対して幅広く監査を行っておりま

す。

　また、内部監査担当者及び会計監査人と情報交換や意見交換を行う等、

連携を密にし、監査の実効性と効率性の向上を目指しております。

③　内部監査の実施

　内部監査担当者は監査結果及び改善事項の報告を代表取締役に対して行

い、各部門に改善事項の通知と改善状況のフォローアップを行う体制を構

築しております。なお、コーポレートグループに対する内部監査につきま

しては、代表取締役の命を受けた内部監査担当者による相互監査を実施し

ております。

　また、内部監査担当者、監査役及び会計監査人は、定期的に情報交換や

意見交換を行う等、連携を密にし、監査の実効性と効率性の向上を目指し

ております。

④　コンプライアンス及びリスク管理

　当社では、代表取締役を委員長とするコンプライアンス委員会が中心と

なり、経営に悪影響を与える事項又はその恐れのある事項の情報収集を行

い、リスクの早期発見及び防止に努めております。また、必要に応じて、

弁護士等の専門家から指導・助言を受ける体制を構築しております。
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( 2023年１月１日から
2023年12月31日まで )

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式
株 主 資 本
合 計そ の 他

資 本 剰 余 金
資 本 剰 余 金
合 計

そ の 他
利 益 剰 余 金 利 益 剰 余 金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 308,657 1,163,158 1,163,158 769,884 769,884 △1,151,852 1,089,847

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 433,446 433,446 433,446

自 己 株 式 の
取 得

△543,200 △543,200

自 己 株 式 の
処 分

△15,795 △15,795 22,342 6,547

自 己 株 式 の
消 却

△1,147,363 △1,147,363 △525,346 △525,346 1,672,710 －

株主資本以外の項目の当
期 変 動 額 ( 純 額 )

－

当期変動額合計 － △1,163,158 △1,163,158 △91,899 △91,899 1,151,852 △103,205

当 期 末 残 高 308,657 － － 677,984 677,984 － 986,641

新株 予約 権 純 資 産 合 計

当 期 首 残 高 904 1,090,751

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 433,446

自 己 株 式 の
取 得

△543,200

自 己 株 式 の
処 分

△67 6,480

自 己 株 式 の
消 却

－ －

株主資本以外の項目の当
期 変 動 額 ( 純 額 )

－

当期変動額合計 △67 △103,273

当 期 末 残 高 837 987,478

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）　金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

②　その他有価証券

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、2016年４月

１日以降取得の建物については定額法を採用して

おります。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　  ６年～10年

工具、器具及び備品　　　４年～10年

(3) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

該当事項はありません。

(4) 収益及び費用の計上基準

（広告売上）

自社メディア「ジモティー」上の広告枠を提供し、広告収入を得る事業でありま

す。顧客との契約上、広告の配信またはクリック等の特定のアクションが行われたこ

とで当社の履行義務が充足されるものについて、当該時点により収益を認識しており

ます。また、これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、概ね２か月以内に

受領しており、契約に重要な金融要素及び重要な変動対価はありません。

（マーケティング支援売上）

①機能課金

自社メディア「ジモティー」において、ユーザー同士のマッチング向上を図るため

のオプション機能を顧客に対し提供するものであります。顧客が当該オプション機能

を利用、当社により当該オプション機能の履行義務が充足された時点で収益認識して

おります。
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②DB連携

自社メディア「ジモティー」を通じ、顧客である広告主との契約により、ユーザー

をデータベース上連携した契約先の外部サイトへ誘導し、当該ユーザーにより資料請

求や契約等の特定アクションが行われることで履行義務が充足されるものについて、

当該履行義務が充足された時点で収益認識しております。また、これらの履行義務に

対する対価は、履行義務充足後、概ね２か月以内に受領しており、契約に重要な金融

要素及び重要な変動対価はありません。

２．会計方針の変更に関する注記

該当事項はありません。

３．会計上の見積りに関する注記

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であっ

て、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは次のとおり

であります。

（繰延税金資産の回収可能性）

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産　95,684千円

　(2) 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

　①　当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

繰延税金資産は、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計

基準適用指針第26号）に定める会社分類に基づき、当事業年度末における将来減

算一時差異に対して、将来の税金負担額を軽減できる範囲内で計上しておりま

す。

　②　当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

繰延税金資産の回収可能性の評価に際して、事業計画を基に、将来の課税所得

の発生時期及び金額を見積もっております。事業計画上の売上、費用等に以下の

ような仮定を用いております。

売上は、当事業年度以前の実績数値を基礎として、翌事業年度以降の広告市況

及び市場環境を加味して策定しております。費用は、当事業年度以前の実績数値

を基礎として、翌事業年度以降の施策等を加味して策定しております。

　③　翌事業年度の計算書類に与える影響

主要な仮定である将来のページビュー数、広告単価は経済社会状況の変動によ

って影響を受ける可能性があり、実際の課税所得の発生時期及び金額が見積りと

異なった場合には、翌事業年度以降の計算書類において、繰延税金資産の金額に

重要な影響を及ぼす可能性があります。
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株 式 の 種 類
当 事 業 年 度

期首の株式数

当 事 業 年 度

増 加 株 式 数

当 事 業 年 度

減 少 株 式 数

当 事 業 年 度

末 の 株 式 数

普 通 株 式 724,452株 300,000株 1,024,452株 0株

４．会計上の見積りの変更に関する注記

（資産除去債務の見積りの変更）

不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務として計上していた資産除去債務につい

て、本社の居抜きによる退去が決定したことに伴い、原状回復費用の見積りの変更

を行いました。この見積りの変更により、有形固定資産、減価償却累計額、及び資

産除去債務を5,300千円減少、減価償却費を△5,300千円計上し、営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益はそれぞれ5,300千円増加しております。

５．貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 22,921千円

減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

６．損益計算書に関する注記

投資有価証券評価損

当社が保有する投資有価証券のうち実質価額が著しく下落したものについて、減

損処理を行ったものであります。

７．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 4,985,413株

(2) 自己株式の種類及び数

（注）１．自己株式の数の増加は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得300,000株によ

る増加分であります。

２．自己株式の数の減少は、新株予約権の行使に伴う自己株式の処分13,500株、及

び取締役会の決議に基づく自己株式の消却1,010,952株によるものであります。

(3) 剰余金の配当に関する事項

該当事項はありません。

(4) 当事業年度の末日における新株予約権 (権利行使期間の初日が到来していないもの

を除く。) の目的となる株式の種類及び数

普通株式 575,200株
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８．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用につきましては、安全性の高い金融資産を余資運用し、投機的

な取引は行わない方針であります。運転資金及び設備投資資金に関しては、必要に

応じて銀行等金融機関からの借入により調達しております。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券及び関係会社株式は、非上場株式であり、発行体の信用リスクを伴

っております。

敷金及び保証金は、主に本社オフィス賃貸借契約に係るものであり、差入先の信

用リスクに晒されております。

営業債務である買掛金、未払金は、その全てが１年以内の支払期日であります。

借入金は、財務基盤の安定化を目的としたものであり、金利変動リスクに晒され

ております。返済期限は最長で決算日後２年２ヶ月であります。

③　金融商品に係るリスク管理体制

a. 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、営業債権、敷金及び保証金について、適宜取引先及び貸主の信用状況

の把握に努めております。投資有価証券及び関係会社株式については、定期的に

発行体の財務状況等を把握し、保有状況を見直しております。

b. 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）

の管理

当社は、各部署からの報告に基づき管理部門が適時に資金繰計画を作成・更新

し、流動性リスクを管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合

理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を

織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動す

ることがあります。

⑤　信用リスクの集中

当事業年度の決算日現在における営業債権のうち36.6％が特定の大口顧客に対す

るものであります。
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貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 売 掛 金 175,290 175,290 －

(2) 敷 金 及 び 保 証 金 28,379 28,378 △0

資 産 計 203,670 203,668 △0

長 期 借 入 金 （ １ 年 内 返 済 の 長 期

借 入 金 を 含 む ）
135,000 135,000 －

負 債 計 135,000 135,000 －

貸借対照表計上額

投 資 有 価 証 券 2,369

関 係 会 社 株 式
（非連結子会社株式）

10,000

(2) 金融商品の時価等に関する事項

2023年12月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。

（(注）３．をご参照下さい）

(単位：千円)

(注）１．「現金及び預金」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時

価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

２．「買掛金」「未払金」「未払法人税等」については、短期間で決済されるため時

価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

３．市場価格のない株式等

(単位：千円)

４．金融商品の時価の算定方法に関する事項

資　産

(1) 売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額によっております。

(2) 敷金及び保証金

敷金及び保証金の時価につきましては、返還時期を見積もった上で、将来キ

ャッシュ・フローを国債の利回りに信用リスクを調整した適切な利率で割り引

いた現在価値により算定しております。
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１年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 1,120,162 － － －

売 掛 金 175,290 － － －

敷金及び保証金 26,839 1,540 － －

合 計 1,322,292 1,540 － －

１年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

長 期 借 入 金 60,000 75,000 － －

合 計 60,000 75,000 － －

負　債

長期借入金(１年内返済予定の長期借入金含む)

長期借入金につきましては、変動金利によるものであり、金利が一定期間ご

とに更改される条件となっていることから、時価は帳簿価額にほぼ等しいと考

えられるため、当該帳簿価額によっております。

５．金銭債権の決算日後の償還予定額

(単位：千円)

６．長期借入金の決算日後の返済予定額

(単位：千円)
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区分
時価（単位：千円）

レ ベ ル １ レ ベ ル ２ レ ベ ル ３ 合 計

(1) 売 掛 金 － 175,290 － 175,290

(2) 敷 金 及 び 保 証 金 － 28,378 － 28,378

資 産 計 － 203,668 － 203,668

(1)
長期借入金（１年内返済の長期

借 入 金 を 含 む ）
－ 135,000 － 135,000

負 債 計 － 135,000 － 135,000

(単位：千円)

繰延税金資産

減価償却超過額 806

未払事業税 3,735

外注費 3,744

投資有価証券評価損 9,051

繰越欠損金 277,700

その他 991

繰延税金資産小計 296,030

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注） △191,294

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △9,051

評価性引当額小計 △200,345

繰延税金資産合計 95,684

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じ

て、以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場にお

いて形成させる当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関す

る相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のイン

プット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時

価

時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

９．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳
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１年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超 合計

税務上の繰越

欠損金（※）
－ 160,852 116,847 － － － 277,700

評価性引当額 － △81,843 △109,450 － － － △191,294

繰延税金資産 － 79,009 7,397 － － － 86,406

法定実効税率 30.6％

（調整）

評価性引当額の増減 △14.5％

住民税均等割 0.2％

税額控除 △1.0％

その他 △0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 15.2％

(1) １株当たり純資産額 197円91銭

(2) １株当たり当期純利益 84円73銭

（注）税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

（単位：千円）

（※）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があると

きの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

10．１株当たり情報に関する注記

11．関連当事者との取引に関する注記

該当事項はありません。

12．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

－ 14 －



当事業年度

（自　2023年１月１日

　至　2023年12月31日）

広告売上 1,263,603

マーケティング支援売上 301,299

手数料及びその他売上 186,468

顧客との契約から生じる収益 1,751,371

その他の収益 205

外部顧客への売上高 1,751,577

当事業年度

契約負債（期首残高） 34,354

契約負債（期末残高） 41,988

13．収益認識に関する注記

(1)顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社は、クラシファイドサイト運営事業の単一セグメントであり、主要な財又はサ

ービスの種類別に分解した収益は以下のとおりであります。

（単位：千円）

(2)顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記　(4)収益及び費用の計上基準」に記

載の通りです。

(3)当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報

（契約資産及び契約負債の残高等）

（単位：千円）

契約負債は、主にサービスの提供時に収益を認識する契約について、顧客から受け

取った前受金であり、収益の認識に伴い取り崩されます。当事業年度に認識された収

益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、34,354千円であります。

過去の期間に充足した履行義務から、当事業年度に認識した収益の額に重要性はあり

ません。

（残存履行義務に配分した取引価格）

当社グループにおいて、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な取引がな

いため、実務上の便法を適用し、記載を省略しております。また、顧客との契約から

生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。
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